
2024年4月1日▶2024年9月30日

（予想）
80,00084,101

43,711

第101期第100期 第102期

（予想）
5,000

2,483

4,5414,641

6.2%

5.2%

6.2%

9.6%
8.7%8.7% 8.8%

2,293 2,412

第101期第100期 第102期

（予想）
7,400

6,959

3,795

第101期第100期 第102期

40,235百万円 （前年同期比+3.3％） 3,858百万円 （前年同期比+12.0％） 2,483百万円 （前年同期比+2.9％）

売上高 経常利益 親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

3,858

6,536

40,235

77,698

 ■ 上期  ■ 通期  ■ 上期  ■ 通期 　　純利益率（上期） ■ 上期  ■ 通期 　　経常利益率（上期）

（百万円） （百万円） （百万円）

38,949
3,444

株主の皆様には、平素より当社グループの経営に格別のご支援を賜り厚
く御礼申し上げます。

さて、当社第102期上期（2024年4月1日から2024年9月30日まで）の
連結業績につきましては下記のとおりとなりました。

なお、第102期中間配当につきましては、前年同期実績から５円増配し、
1株につき23円とさせていただきました。

今後とも株主の皆様のご期待に応えるべく、サービスの向上および施設
の有効的活用により、営業収益を確保拡大し、業績の向上に取り組むと
ともに、コーポレートガバナンス体制の強化に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、当社グループの経営につきまして、より
一層のご理解ご支援を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

株主の皆様へ

代表取締役社長
社長執行役員 髙橋　広

第102期 中間報告書

名証メイン　証券コード：9357
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部門別売上高および主な増減要因

第102期（上期）
売上高

40,235百万円

売上高

24,537百万円

港湾運送部門

（前年同期比 +6.5%）
◦ 沿岸作業の増加
◦ アジア地域での貨物取扱いが好調

陸上運送部門

その他の部門

倉庫保管部門

航空貨物運送部門

賃貸

50,916

第101期第100期 第102期

24,537

46,09446,094

26,506 23,039

■ 上期　■ 通期 売上高

5,188百万円
（前年同期比 △8.2%）
◦ 国内保管貨物の減少
◦ 欧米での貨物保管減少

■ 上期　■ 通期

11,228 10,628

第101期第100期 第102期

5,188

5,654 5,653

売上高

5,994百万円
（前年同期比 △2.5%）
◦ 内国貨物輸送の減少
◦ 欧州域内輸送の減少

■ 上期　■ 通期

12,610 12,538

第101期第100期 第102期

5,994

6,384 6,148

売上高

1,587百万円
（前年同期比 +27.8%）
◦ 国内外ともに航空貨物需要の
　 回復により増加

■ 上期　■ 通期

3,812

第101期第100期 第102期

1,587
2,359

2,681

1,241

売上高

2,055百万円
（前年同期比 +1.3%）
◦ 梱包作業の増加
◦ 内航海上運送の減少

■ 上期　■ 通期

3,814

第101期第100期 第102期

2,055

1,921

4,056

2,030

売上高

871百万円
（前年同期比 +4.2%）
◦ 倉庫賃貸面積の増加

■ 上期　■ 通期
1,719

第101期第100期 第102期

871

885

1,699

836

港湾運送部門

61.0%

売上高構成比

倉庫保管部門

12.9%

陸上運送部門

14.9%

航空貨物運送部門

3.9%

賃貸

2.2%
その他の部門

5.1%
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グローバルネットワーク

アジア

アメリカヨーロッパ 日本

地域別
売上高構成

（第102期 上期）

アメリカ 9.3％

ヨーロッパ 7.0％

アジア 5.1％

日本 78.6％

地域別売上高構成

TOPICS
株主優待制度の新設
株主の皆さまの日頃からのご支援に感謝するとともに、当社株式
への投資魅力を高め、今後もより多くの方々に中長期に当社株
式を保有していただくことを目的として、株主優待制度を新設い
たしました。優待内容は、保有株式数・保有期間により優待ポイ
ントを贈呈し、優待ポイント数に応じて、優待品の中からお選び
いただきます。また、当社事業の主要エリアである名古屋港また
は愛知県に関係する商品を中心に選定することで地域社会へ貢献
してまいります。

CSR活動報告
社員参加型CSR活動の一環として、本社が
入居する名港ビル内の食堂を利用する従業
員および役員から１食につき10円のCSR寄
付金を集め、さらに同額を上乗せ拠出し、
当地およびグローバルに活動されている食
に関する団体へ贈呈しております。今後も
CSR活動の推進を継続実施してまいります。

上記写真はイメージであり、実物と異なる場合があります

名古屋港水族館入館券 名古屋港環境振興基金への寄付 カクキュー 赤だし味噌 名古屋コーチン鶏鍋セット

愛知県産ミネアサヒ鰻のひつまぶしセット

秀麗豚ハムづくし ノリタケ カップ＆ソーサー

名古屋麺セットカゴメ ジュース

両口屋是清 焼菓子セット スジャータめいらく100％

1,000
ポイント

3,000
ポイント

4,000
ポイント

6,000
ポイント

2,000
ポイント

優待品一例
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見やすく読みまちがえにくいユニバー
サルデザインフォントを採用しています。

株式の状況（2024年9月30日現在）会社概要
商号 名港海運株式会社

（MEIKO TRANS CO.,LTD.）
資本金 23億5,070万円
上場市場 名古屋証券取引所　メイン市場
従業員 連結 1,914名　個別 853名

（2024年9月30日現在）
設立 1949年1月

■️ 発行可能株式総数 80,000,000株
■️ 発行済株式の総数 33,006,204株
■️ 株主数 1,955名

（注）１．当社が保有する自己株式3,102,145株は、上記「大株主上位10名」から除く
２．持株比率は自己株式を控除して算出

■️ 大株主（上位10名）
株主名 持株数

（千株）
持株比率

（％）

明治安田生命保険相互会社 1,574 5.26

株式会社商船三井 1,483 4.96

株式会社名古屋銀行 1,457 4.87

NIPPON ACTIVE VALUE FUND PLC 1,290 4.31

日本碍子株式会社 1,037 3.46

ノリタケ株式会社 959 3.20

名港海運従業員持株会 941 3.14

株式会社愛知銀行 931 3.11

三井住友海上火災保険株式会社 831 2.77

大成建設株式会社 810 2.70

金融商品取引業者 0.09%
自己名義株式 9.40%

金融機関
22.79%

その他の法人
35.04%

個人・その他
25.05%

外国法人等 7.63%
■️ 所有者別株式分布状況

第101期 第102期第99期第98期 第100期

年間配当性向中間配当（円） 期末配当（円） 46円

34円

31.5円

22円

23171111

23

17

20.511

21.8％
20.3％

15.2％

（予想）

（予想）

（予想）

34円
38円

27.5％27.5％

18

20

25.0％

事業年度 毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで

定時株主総会 毎年 6 月

基準日 定時株主総会・期末配当  毎年 3 月 31 日
中間配当  毎年 9 月 30 日

公告の方法 電子公告 https://www.meiko-trans.co.jp/
（ただし、事故その他やむを得ない事由によって、電子公告を
行うことができない場合は、中部経済新聞に掲載いたします。）

単元株式数 100 株

株主名簿
管理人および
特別口座の
口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

［電話照会先］ 　　0120-782-031（フリーダイヤル） 
（取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の全国
本支店で行っております。）

証券コード 9357

株主メモ

〒455-8650　
名古屋市港区入船二丁目 4 番 6 号
TEL 052-661-8111

株主還元方針および配当金

基本的な配当方針
当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の一つと
認識しており、将来の事業展開や設備投資、大規模災害等への
備えとして内部留保の充実を図りつつ、安定的かつ継続的な配当
を行うことを基本方針としております。

中間配当金
基本的な配当方針のもと、上期の業績動向ならびに財務状況等を
総合的に勘案いたしまして、当期の中間配当金につきましては、
前回予想から３円増配し、1株につき23円といたします。また、期
末配当予想につきましても、通期連結業績予想の修正を踏まえ、
年間の配当性向25％を目安に、３円増配し1株につき23円に修正
いたしました。
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